

第２章　マツダのＳＷＯＴを検討する

２-１　マツダ長所（SWOT分析のS）

　マツダの長所として「魂動デザイン」といったこだわりの自動車デザインが挙げられる。マツダでは、「A　NEW　VISION　OF　ELEGANT」というテーマでエレガンスさを追い求めたこだわりのデザインを行っている。車を命あるものとして捉えドライバーとクルマの関係を、まるで愛馬と心を通わせるかのようにエモーシャルなものにする。そのための造形を追い求め続けるのが、マツダの「魂動デザイン」である。マツダの次世代デザインはこの「魂動デザイン」をさらに深化させ日本の美意識を礎とした「新たなエレガンス」の表現を追求するとしており、かなり力を入れている。

　この「魂動デザイン」を際立たせるものとして、「匠塗　TAKUMINURI」と呼ばれる特別な塗装技術がある。そんなマツダのデザインは、フランスのパリで主催された「第33回Festival Automobile International（国際自動車フェスティバル）」において、「Most Beautiful　Concept Car Of The Year賞」に選出されるなど世界で高く評価されている。このデザインによってマツダの優れたデザイン性に惹かれ、車に興味を持つ人を取り込むことができている。
２-２　マツダの短所（ＳＷＯＴ分析のＷ）

　マツダの短所として、ＥＶ技術の開発・製造で他社に後れを取っていることが挙げられる。競合他社である「トヨタ自動車（株）」（以下トヨタ）と比較していく。トヨタは、1992年にＥＶ開発部を設置し、1996年に高性能ニッケル水素電池を搭載した「ＲＡＶ４ ＥＶ」を発売、1997年には世界初の量産ハイブリットカー「プリウス」を世に送り出すなど長い年月を掛けてＥＶ開発が行われている。2021年12月14日に行われた「バッテリーＥＶ戦略に関する説明会」にてＣＯ２排出を減らす「カーボンリデュースビーグル」とクリーンエネルギーを使ってＣＯ２排出をゼロにする「カーボンニュートラルビークル」の実現に向けて取り組んでいる。2030年までに30車種のバッテリーＥＶを展開し、グローバルに乗用・商用各セグメントにおいてフルラインでバッテリーＥＶをそろえると発表した。

それに対してマツダは、2022年11月22日に公表された「中期経営計画のアップデートと2030年に向けた経営方針」によると2030年までにＥＶ比率を25～40％上昇させ、日本国内のＥＶ生産向けにパートナーからの電池調達を強化するほか、電池生産への投資も視野に入れるとしている。しかし、マツダとトヨタを比較するとEV開発に後れを取っており、EV車の種類も少ないためマツダの課題といえる。

２-３　マツダの機会（SWOT分析のO）

　CASEによって新たなシステム・製品の開発が行われることが挙げられる。CASEとは、「Connected（コネクテッド）」「Automated／Autonomous（自動運転）」「Shared & Service（シェアリング）」「Electrification（電動化）」というモビリティの変革を表す4つの領域

の頭文字を繋げた造語のことである。2016年のパリのモーターショーで提唱されて以来、CASEは自動車業界全体の未来像を語る理念として話題となっている。

　人事開発部部長である伊藤紀之によるとマツダではCASE領域においてもブランドエッセンスである「走る歓び」や「ひと中心」の思想を重視した様々な取り組みを進めている。電動化領域に関しては、グローバルにおける各国の電源構造を踏まえ、内燃機関、PHEVバッテリーEVなど、それぞれの地域の状況に合わせて適材適所に商品を提供していくマルチソリューションのアプローチを展開している。さらに2022年11月にアップデートした中期経営計画では、2030年時点のグローバル販売におけるEV比率を25～40％と想定し、3つのフェーズで電動化を進めていく方針を発表した。現状のフェーズ１も計画通りに進捗しており、基盤技術群を段階的に積み上げていくビルディングブロック戦略を適用した「CX-60」に続く商品を順次市場へ投入していくとともに、本格的なバッテリーEVの技術開発も順調に進捗している。また、自動運転に親和性の高い領域では、様々な運転環境でドライバーの認知・判断・操作をサポートする「MAZDA　PROACYTIVE　SAFWTY」という安全思想を掲げており、人の認知や反応に関する研究を突き詰めていく高度運転支援技術の開発を継続していると述べている。

２-４　マツダの脅威（SWOT分析のT）
　脅威として新型コロナウイルスの影響が挙げられる。新型コロナウイルスとは、2019年12月に中華人民共和国湖北省武漢市で「原因不明のウイルス性肺炎」として確認されて以降、世界的に感染が拡大し、2020年3月11日にWHO（世界保健機関）のテドロス事務局長が「新型コロナウイルスはパンデミックと言える」と述べるに至った感染症である。イベントの自粛や不要不急の外出を控えるなどの要請がなされたことで社会に大きな影響が出た。
　このことはマツダにも大きく影響を受けた。パンデミックが起きた同時期に半導体不足によって供給不足になり生産量の低下が起きた。さらにロシアのウクライナ侵攻も重なりエネルギー費の高騰が起き、それによって物流費が高額になった。これらの影響によって3年連続で前年を下回り、2022年の生産販売実績は、国内生産73万4833台と前年より0.1％減少した。世界販売は、111万6107台と13.3％減少し、2年ぶりのマイナスとなった。
　そこでマツダはパンデミックを通して生産手法や従業員の働きを改善した。売りたいだけ作れる状況ではなくなったため、回転率の高いものを造ろうとした。そうすると販売会社に対して車種の回転率の高さを示せるようになり、販売会社が発注するときの参考になった。このことから見える化と、一次元データベース、回転率をかけながら、どれを造るのが最適ということが分かるようになった。従業員の働き方もパンデミックによって在宅勤務に変化した。テレビ会議をする際にみんなが使うと回線が耐えられないといった課題があった。そこで数か月で通信の能力を向上させた。開発工程をコンピューター上で実行するモデルベース開発も、専用の思いハードウエアを自宅に持ち帰って行うなどの対策を行った。
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